
令和２年度 健全化判断比率・資金不足比率の公表 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3 条第 1 項の規定により健全

化判断比率・ 資金不足比率を公表します。  

 

●健全化判断比率  
 

・実質赤字比率・・・一般会計等における赤字は発生しませんでしたので、比率

はありません。 

・連結実質赤字比率・・・全ての会計における赤字は発生しませんでしたので、

比率はありません。 

・実質公債費比率・・・役場庁舎耐震工事やぽんぽ館の大規模改修により公債費

が増大したことが主な原因で、対前年度比で１．1 ポイント増大し、10.6％とな

りました。今後については、大型の事業を健全化するように財政運営に努めてま

いります。 

・将来負担比率・・・将来負担額が大きくなったものの、過疎債や辺地債など割

合の高い交付税措置されるものが多く、可能財源の方が増えたことから 3.3 ポイ

ント削減し、103.0 となりました。今後とも有益な起債を使用しながら村民の皆

様の生活環境を整えられるように努めてまいります。 

 

●資金不足比率 
 

資金不足比率・・・ 各公営企業会計の資金不足はありません。 

 


